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地球温暖化／気候変動への３つの対応

緩和策(mitigation)

今後のさらなる温暖化の抑制

を目的として、温室効果ガス

排出量削減のために講じる手

段。「脱炭素」「カーボンニ

ュートラル」「排出量削減」

「地球温暖化対策」等。

適応策（adaptation)

すでに生じてしまった温暖化

がもたらす気候変動影響に対

して、被害を最小限に食い止

めるために講じる手段。浸水

しやすい土地からの撤退、よ

り温暖な気候に適した品種の

栽培等。

損失・損害
（loss & damage)

すでに生じてしまった気候変

動に対して、適応策で防ぎ切

れずに被害を受けた人や国に

対する支援。保険制度や途上

国支援を目的とした基金等。
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排出量をゼロに減らすためには、
どこからどの種類のガスが出ているかを把握する必要がある

フロンガス

亜酸化窒素

メタン

森林伐採等によ

る二酸化炭素

化石燃料燃焼に
よる二酸化炭素

1992年
気候変動
枠組条約

1997年
京都議定書

2015年
パリ協定

COP：気候変動枠組条約の締約国会議、
毎年開催され、重要な決定がなされる

3出典：IPCC (2023)に筆者追記



サンプルフッターテキスト

出典：環境省
HP

日本

9519844356
テキストボックス
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欧州（EU)

NDC: 40% reduction 
by 2030 from 1990 

出典：IMF. (2022)

2040年排出量目標
1990年比90%削減

サンプルフッターテキスト

9519844356
テキストボックス
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Japan
 

日本国内の排出量の内訳
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出典：環境省(2023)



二酸化炭素の減らし方 １.エネルギー脱炭素
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１．電気を脱炭素なものにする。

２．石炭（産業）、ガソリン（運輸）、灯油（家庭

暖房）などを電気に変える。
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出典：環境省(2023)



２.エネルギーやモノを無駄にしない
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１．太陽光や風力の電気が余っている時（余剰電力）に

蓄電や、水素製造に利用。

２．いわゆる省エネ。エネルギー効率を良くする。

３．自動車を使わなくても便利なまちづくりを目指す



3. 植林などで吸収する
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１．木材を利用して、空き地に植林する。

２．その他、直接二酸化炭素を吸着させ、地中に圧入す

る「炭素回収・隔離（CCS）」などの技術も開発さ

れつつある。



排出量削減のために、何をすべきかは分かっている。でも減らない。

なぜか？

排出量は、勝手に減ってくれるわけではない！
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技術は勝手に生まれてくれるわけではない。その技術があったら買い

たいと思う消費者や、必要だと主張する人々の存在が不可欠。技術イ

ノベーションも社会の支持があって初めて推進される。

世界では、ほぼすべての学問分野で、気候変動に関する研究が実施さ

れている。「理系」「文系」という分類ではなく、異分野間の対話が

重要。



新技術開発 － 例えば

・ より効率的で、汎用性が高い再生可能エネルギー発電

例：太陽光（ペロブスカイト）、風力（洋上）等

・ 蓄電、送電、需要と供給を一致させる需要側対策

・ クリーンなエネルギー源での水素製造と、水素実用化

・ 電炉での製鉄、二酸化炭素を取り込むセメント製造等

・ DX（デジタル利用）により、エネルギー利用効率化

・ 熱効率のよい建物、車利用に依存しない都市計画

…などなど

工学 （エネルギー工学、システム工学、都市工学等）
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・ 森林減少による二酸化炭素排出量のモニタリング

・ 温室効果ガス排出における大規模森林火災の影響

・ 地域の気候に適合した植林技術

・ 気候変動と生物多様性との相互関係

・ 農業や酪農由来の亜酸化窒素・メタン削減手法

・ 森林保全策と二酸化炭素クレジット推計方法

…などなど

森林生態学、農学
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・ 排出削減に関する法体系や立法論

・ 温暖化対策、エネルギー政策、産業政策等、異なる目的のために
設立されている法律や規制の相互関連性

・ 気候訴訟（近年海外で急速に増加）

・ パリ協定など国際条約の実効性

・ 炭素関税とWTO（自由貿易）との関連

・ 気候難民と人権

・ 企業の業種ごとの自主的取り組みの下でのルール作り

…などなど

環境法 （国内法、国際法）
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・ 外部性を内部化する手法としてのカーボンプライシング

・ 炭素税の税率に関する理論、税収の還元先の検討

・ 排出量取引制度と関税

・ 再生可能エネルギー等の普及と消費者の選好

・ GDPに代わる指標としてのInclusive wealth（包括的富）

・ カーボンフットプリント（物の輸送に伴うCO2）と製品価格設定

・ ネットゼロ金融やサステナブルファイナンス、ESG投資

・ TCFDなどの気候リスク情報開示

…などなど

環境経済学 （公共財、外部性、ファイナンス）
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カーボンプライシング（炭素税・排出量取引制度）

16出典：世銀(2023)



・ 気候変動に関する意識調査の国際比較

・ 意識と行動変容との間のギャップ分析

・ 気候市民会議などの熟議

・ メディアと情報 言語が違うことによる情報格差

・ 若い世代（Z世代）の自分事として受け止める力

・ 世代間倫理や世代内倫理、損失・損害などとの関係性

…などなど

環境社会学・環境倫理学（人々の認識、行動、コミュニティ）
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18

みなさんも、

社会を変える第一歩に参加しよう
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